
１．アメリカ

消費：消費は増加
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（兆ドル） （％）

貯蓄率（右目盛）
1月：5.8％

実質個人消費支出
1月：前月比0.1％減

（備考）アメリカ商務省より作成。
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平均年間販売台数
（99～08年)1,644万台

（年率、万台）

2月：
1,339万台

自動車国内生産台数
２月：848万台

（月）
（年）

戻し減税の
影響

○アメリカでは、失業率が高水準であるものの、景気は回復している。
○先行きについては、回復が続くと見込まれる。
ただし、信用収縮や高い失業率が継続すること等により、景気が下振れ
するリスクがある。

自動車販売台数

７/1～8/25

自動車買換え
支援策の実施

（備考）1. アメリカ商務省、連邦準備制度理事会（ＦＲＢ）より作成。
2. 09年７月１日より、燃費の悪い中古車を下取りにして、低燃費の新車に買い換える者に対し
て購入額の割引（3,500ドル（約34万円）又は4,500ドル（約43万円））を行う措置を実施。
当初予算額は10億ドルとされていたが、09年８月６日に20億ドル増額し、30億ドルとした。

3．当措置は申込みの殺到により、09年８月25日で申請受付を終了した。実績は約68万台。

0.9

3.2 2.3

2.9

▲0.7

0.6

▲4.0

▲6.8

▲4.9

▲0.7

1.6

5.0

3.7
1.7 2.6

2.8

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ

07 08 09 10

-10

-8

-6

-4

-2

0

2

4

6

8
（前期比年率、％）

（期）
（年）

（期）
（年）

政府支出
寄与

民間設備
投資寄与

在庫寄与

純輸出
寄与

ＧＤＰ（第二次推計値）：
2010年10～12月期は前期比年率2.8％成長

住宅投資
寄与

個人消費

実質ＧＤＰ成長率

（備考）アメリカ商務省より作成。

最終需要
の伸び
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自動車販売台数は増加

（年）

（万台）

1,609

1,320

1,040

前年比 11.0％増

年間販売台数

1,155

（月）
（年）
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ケース・シラー指数
（主要20都市、季節調整値）
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回転信用残高

非回転信用残高

消費者信用残高
1月：+50億ドル

（前月比年率+2.5％）

3

4

5

6

7

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

1 6 12 1 6 12 1 6 12 1 6 12 1 6 12 12

06 07 08 09 10 11

住宅：住宅着工は弱い動き

消費者信用残高は持ち直し

（備考）連邦準備制度理事会（ＦＲＢ）より作成。
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現在指数
２月：33.4（前月比＋2.3）

総合指数
２月：70.4

（前月比＋5.6）

将来指数
２月：95.1

（前月比＋7.8）

（備考）1．コンファレンス・ボードより作成。
2．「将来指数」は６か月後の見通し。

消費者信頼感指数は上昇

（備考）アメリカ商務省、全米不動産業者協会（ＮＡＲ）より作成。

（月）
（年）

（月）
（年）

住宅価格指数は下落

（備考）スタンダード・アンド・プアーズより作成。

ケース・シラー指数
（主要20都市、原数値）

（百万件）
（千件）

（月）
（年）

（1985年＝100）

（月）
（年）

２月：47.9万件
（前月比22.5％減）

中古住宅販売件数
（年率換算、右目盛）

新築住宅販売件数
（年率換算）

住宅着工件数
（年率換算）

12月
前月比： ▲0.4％
前年同月比：▲2.4％

※2006年７月のピークから
31.0％下落。

１月：28.4万件
（前月比12.6％減）

１月：536万件
（前月比2.7％増）

（億ドル）
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鉱工業生産指数
（製造業)

（備考）連邦準備制度理事会（ＦＲＢ）より作成。（備考）アメリカ商務省より作成。
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(前期比年率、％)

ＩＴ投資寄与

（月）
（期）
（年）

ＩＴ以外の投資寄与

コア資本財受注
（前月比）

コア資本財受注
（前月比、３か月移動平均）

民間設備投資
10年Ⅳ：5.3％増

構築物投資寄与
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非製造業景況指数
総合

２月：59.7

製造業・非製造業景況指数は上昇

（備考）全米供給管理協会（ＩＳＭ）より作成。

（Ｄ．Ｉ．）

（％）

（月）
（年）

設備投資：設備投資は増加しているものの、一部に弱い動き 生産：生産は増加
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在庫循環図（製造業）

（備考）アメリカ商務省より作成。

11年１月

出荷前年同月比
（％）

在庫前年同月比
（％）

08年８月

08年12月

（指数、2007＝100）

製造業景況指数
新規受注
２月：68.0

製造業景況指数
総合

２月：61.4

設備稼働率
（製造業、右目盛）
２月： 74.3％

鉱工業生産指数（総合)
前月比 １月： 0.3％

２月：▲0.1％
(製造業）
前月比 １月： 0.9％

２月： 0.4％

鉱工業生産指数
（総合)
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（備考）アメリカ労働省より作成。雇用者数は非農業部門。

２月：8.9％

雇用：雇用者数は増加しているが、失業率は高い水準

物価：エネルギー価格等は上昇しているものの、コア物価上昇率は安定

（備考）1．アメリカ労働省、商務省より作成。
2．コア指数は、総合指数からエネルギーと食品を除いた指数である。

２月：＋19.2万人

雇用者数
（前月差、折れ線）

ＰＣＥコア（右目盛）
＋0.8％(11年１月)

失業率
（右目盛）

ＣＰＩコア（右目盛）
＋1.1％(11年２月)

ＣＰＩ総合
＋2.1％(11年２月)

（％）（前月差、万人）

（月）
（年）

（前年同月比、％）

貿易：財輸出は増加
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（月）
（年）

財・サービス貿易収支

財貿易収支

財輸入(右目盛)

財輸出(右目盛)
１月：1,205億ドル
（前月比3.4％増）

(備考）アメリカ商務省より作成。

民間部門雇用者数
（前月差）

政府部門雇用者数
（前月差）

（前年同月比、％）

（億ドル） （億ドル）

08～09年の雇用者数増減：▲866.3万人
10年以降の雇用者数増減：＋119.5万人

主要国際機関等による見通し

（備考）１．ブルーチップ・インディケータ（11年3月10日号、2月10日号）、アメリカ

行政管理予算局（11年2月14日）、アメリカ議会予算局（11年1月26日）、

ＩＭＦ”World Economic Outlook”（11年1月25日）、ＯＥＣＤ“Economic 

Outlook 88”（10年11月18日）より作成。
２．ブルーチップのカッコ内は、11年2月10日時点の見通し。

エネルギー価格
前年同月比 ２月：＋11.0％
食品価格
前年同月比 ２月：＋ 2.3％

  11年 12年

上位10社 3.4（3.6） 3.8（3.9）

平均 3.1（3.2） 3.3（3.3）

下位10社 2.7（2.8） 2.6（2.6）

11年 12年

2.7 3.6

2.7 3.1

3.0 2.7

2.2 3.1

（前年比、％）

（前年比、％）

ＩＭＦ（11年1月25日）

ＯＥＣＤ（10年11月18日）

ブルーチップ
（民間見通し平均）
（11年3月10日）

行政管理予算局(ＯＭＢ)(11年2月14日)

議会予算局（ＣＢＯ）（11年1月26日）
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３月15日
ＦＯＭＣ
0～0.25％

（％）

（月）
（年）

（備考）連邦準備制度理事会（ＦＲＢ）より作成。

●非伝統的金融政策
＜08年10月～10年３月＞
ＣＰ、ＭＢＳ、米国債等を買取り

＜10年８月～＞
ＭＢＳ等の元本償還分を中長期米国債に再投資

＜10年11月～11年６月＞
6,000億ドルの中長期米国債を買取り

●11年３月15日のＦＯＭＣ声明文（抜粋）
・ここ数週間で原油価格は急騰したが、基調的なインフレを示
す指標は、抑制されている。

・経済の回復を支えるためや、インフレ率を時とともに確実に
ＦＲＢに与えられた使命と一致する水準にすることを支える
ため、必要な政策手段を行使する。

2011年３月１日、バーナンキＦＲＢ議長が上院銀行住宅都市委員会で議会証言

したところ、概要は以下のとおり。

１．経済見通し

●家計や企業の信頼感の向上、緩和的な金融政策、信用状況の改善により、

2011年の経済の回復ペースは幾分より加速する可能性が高い。

●商品価格はすべての通貨で大幅に上昇しており、ドルの減価が価格上昇の主

要因ではない。万が一商品価格の持続的な上昇が、特に期待インフレ率を不

安定化させる場合には、経済成長と物価安定の両方にとって脅威となる可能

性がある。

２．金融政策

●10年８月にＭＢＳ等の元本償還分を中長期米国債に再投資する政策を発表し、

更なる国債の追加購入（ＱＥ２）を示唆して以降、①大幅な株価上昇、②株

式市場の価格変動の低下、③社債スプレッドの低下、④期待インフレ率の上

昇等がみられ、ＱＥ２は効果的であるということが示されている。

●景気回復に対する下方リスクが後退し、デフレに陥るリスクもごくわずかと

なった。

バーナンキＦＲＢ議長議会証言（3/1）連邦政府財政をめぐる最近の動向

（備考）1．アメリカ商務省、ＦＲＢより作成。
2．網掛け部分は景気後退期を指す。
3．「元利返済負担」は、住宅ローン及び消費者ローンの返済負担を示す。

（年）

家計の債務負担感

低下

債務負担感
上昇

債務残高
（可処分所得比、右目盛）

傾向線（80～01年）

傾向線（80～01年）

債務残高
（純資産比）

元利返済負担率
（可処分所得比）傾向線（80～01年）

１．2011会計年度予算（10年10月～11年９月）をめぐる動き

●10年10月より新会計年度に移行しているが、歳出法案が未成立。

●当初の暫定予算の期限が３月４日に迫る中、共和党が求める歳出削減

を一部受け入れる形で、３月18日を期限とする新たな暫定予算が成立。

さらに、３月18日には４月８日を期限とする暫定予算が成立。

●共和党は2011年度予算の更なる歳出削減を求めており、今後の焦点。

２．連邦債務の法定上限の引上げをめぐる動き

●ガイトナー財務長官は、１月６日、議会指導部に対し連邦政府債務残

高の法定上限の引上げを要請。

●連邦政府債務残高は、４月15日から５月31日までには法定上限（14兆

2,900億ドル）に達する見通し。

●仮に債務上限が引き上げられない場合は、「米国債がデフォルトに陥

るリスク」。

（ガイトナー財務長官からリード上院院内総務あて書簡）
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